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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 2,454 4,544 6,746 8,630 12,934 

経常利益 (百万円) 209 426 684 611 1,323 

当期純利益 (百万円) 99 146 285 164 434 

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(百万円) ― ― ― ― ―

資本金 (百万円) 211 273 483 483 483 

発行済株式総数 (株) 4,227 4,874 5,974 11,948 23,896 

純資産額 (百万円) 358 623 1,435 1,547 1,933 

総資産額 (百万円) 3,489 5,428 7,034 8,296 12,892 

１株当たり純資産額 (円) 84,890.62 125,806.90 236,601.67 128,440.82 79,830.20 

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
― 

(―)

―

(―)

5,000

(―)

3,000 

(―)

2,000

(―)

１株当たり当期純利益 (円) 46,826.30 30,018.76 50,852.28 12,639.98 17,108.94 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 10.3 11.5 20.4 18.7 15.0 

自己資本利益率 (％) 45.8 29.8 27.7 11.0 25.0 

株価収益率 (倍) ― ― 27.9 35.6 31.9 

配当性向 (％) ― ― 9.8 23.7 11.7 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 304 579 1,020 802 2,245

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,673 △1,857 △1,980 △2,284 △3,860

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,642 1,723 1,030 1,226 3,063

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 690 1,135 1,206 951 2,399

従業員数 
(外、平均臨時従業員数) 

(名) 
58 
(167)

90
(263)

117
(408)

140 
(524)

269
(1,056)



(注) １ 当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので「連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」については記載してお

りません。 

２ 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社を有していないため記載しておりません。 

４ 第７期から第11期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５ 第８期以前の株価収益率は、当社株式が平成15年12月24日から日本証券業協会に店頭登録されているため記載しておりま

せん。平成16年２月16日開催の取締役会決議に基づき、平成16年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または

記録された株主の所有株式について、平成16年５月20日に普通株式１株を２株に分割しております。これにより、平成16

年３月末時点の株価は権利落ち後の株価となっていることから、第９期の株価収益率につきましては、１株当たり当期純

利益との整合性を図るため権利落ち後の株価に分割割合を乗じて算出しております。また、平成17年12月６日開催の取締

役会決議に基づき、平成18年１月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主の所有株式につい

て、平成18年２月１日に普通株式１株を２株に分割しております。 

６ 従業員は就業人員数を表示しております。従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員(１日８時間換算)であ

ります。 

７ 第８期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準第２号)

及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準適

用指針第４号)を適用しております。 

  また、日本証券業協会の公開引受責任者・引受審査責任者宛通知「登録申請のための有価証券報告書の作成上の留意点に

ついて」(平成14年12月26日付日証協(店登)14第323号)に基づき、遡及修正を行った場合の１株当たり指標の推移を参考

までにあげると以下のとおりとなります。 

  

  

回次 第７期 

決算年月 平成14年３月期 

１株当たり純資産額 (円) 83,352.88 

１株当たり配当額 (円) ― 

１株当たり当期純利益 (円) 43,773.90 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ―



２ 【沿革】 

当社は平成８年３月に株式会社マリアージュ・ア・パリとして現在とは異なる事業を目的として設立されました

が、平成10年３月に営業活動を休止し、休眠状態にありました。 

平成12年８月に商号及び目的を変更、平成12年10月に株式会社アオキインターナショナルより営業譲渡を受け事業

を再開しております。なお、株式会社アオキインターナショナルは平成18年４月１日より商号を株式会社ＡＯＫＩホ

ールディングスに変更しております。 

  

 
  

  

平成８年３月 婚礼衣装の販売・レンタルを目的とし、株式会社マリアージュ・ア・パリ設立。 

  資本金50百万円 

  本店所在地：東京都港区北青山三丁目５番31号 

平成10年３月 婚礼衣装の販売・レンタルの営業を休止。 

平成12年８月 商号を株式会社コート・ダジュールと変更し、本社及び本店所在地を神奈川県横浜

市都筑区荏田東二丁目１番52号に移転、変更。 

平成12年10月 株式会社アオキインターナショナルよりカラオケ店等13店舗の営業を譲受ける。 

平成13年11月 本社及び本店所在地を神奈川県横浜市青葉区榎が丘４番地６に移転、変更。 

平成13年12月 宮城県名取市に「仙台名取店」を開設し、東北進出をする。 

平成14年５月 富山県高岡市に「高岡北店」を開設し、北陸進出をする。 

平成14年７月 株式会社ヴァリックへ商号変更。 

平成14年８月 名古屋市緑区に「鳴海店」を開設し、中京進出をする。 

平成15年７月 仙台市泉区に「仙台泉店」を開設し、50店舗となる。 

平成15年12月 日本証券業協会に株式店頭登録。 

平成16年11月 富山県富山市に「富山豊田店」を開設し、80店舗となる。 

平成16年12月 日本証券業協会の組織変更に伴い株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場。 

平成16年12月 横浜市港北区に「コート・ダジュール ダイニング新横浜」を開設。 

平成17年５月 本社機能の拡充、強化を目的とし、本社を神奈川県横浜市都筑区北山田三丁目１番

50号に移転。 

平成17年７月 本店所在地を神奈川県横浜市都筑区北山田三丁目１番50号に変更。 

平成17年９月 ゼビオ株式会社より、カラオケ店７店舗、複合カフェ２店舗の営業を譲受ける。 

平成17年10月 株式会社アオキインターナショナルより複合カフェ等58店舗の営業を譲受ける。 



３ 【事業の内容】 

当社は、カラオケルーム、複合カフェ等の娯楽施設の運営を行っており、「お客様のくつろぎと元気のある生活を

お手伝いしたい」というコンセプトのもとカラオケ・パーティースペース「コート・ダジュール」とリラックス・コ

ンビニ「快活ＣＬＵＢ」等の直営チェーン展開を通じて一般消費者向けにサービスの提供を行っております。 

(1) カラオケルーム運営事業 

「明日への活力を、くつろぎの空間で。」を事業コンセプトとし、お客様が「コート・ダジュール」という南フ

ランスのリゾート地でのひとときを楽しむように、上品で洗練された空間で毎日の生活でお疲れになった心を癒し

ていただくことを目的としております。当社はこのコンセプトをより具体的に、コート・ダジュールのリゾートホ

テルを思わせる外観と明るいホール、店内を彩る数々の風景画、クリンリネスが行き届き清潔感あふれる店内、オ

リジナリティのあるメニュー等へ表現をしております。 

(2) 複合カフェ運営事業 

「極上のリラックスを、もっと手軽に。」を事業コンセプトとし、 静かに休みたい、気分転換をしたい、心も体

もリラックスしたいという方々のための日常からはなれた「癒し」をテーマとしております。このコンセプトをよ

り具体的に、バリの高級リゾートホテルをイメージした内装デザイン、バリ直輸入の家具や調度品、クリンリネス

が行き届き清潔感あふれる店内、アジアンテイストのメニュー等で表現をしております。 

また、今後の事業展開へ向けたトライアルとして、コンビニ感覚のフィットネス「快活フィットネスＣＬＵ

Ｂ」、健康と美と癒しをワンストップで楽しめる複合スパ「快活スパＣＬＵＢ」を運営しております。 

(3) 店舗展開について 

第９期、第10期及び第11期の各期末における店舗の地域別分布状況は、次のとおりであります。 

(注) １．平成17年９月１日にゼビオ株式会社よりカラオケ店７店舗、複合カフェ２店舗、10月１日に株式会社アオキインターナシ

ョナルより複合カフェ等58店舗の営業譲受けを実施しております。 

２．複合カフェ運営事業の店舗数は快活スパＣＬＵＢ、快活フィットネスＣＬＵＢを各１店舗としております。 

  

  

また、当社は株式会社ＡＯＫＩホールディングス（旧社名 株式会社アオキインターナショナル）の子会社であ

り、同社からは不動産の賃借を受けております。 

  

事業の系統図は次のとおりであります。 

  

期別 
地域別 

第9期 第10期 第11期 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

  店 店 店 

  
 合計

カラオケ 
ルーム 
運営事業 

複合カフェ 
運営事業 

東 北 地 域 5 8 18 14 4 

関 東 地 域 19 28 64 28 36 

北 陸 地 域 10 11 12 12 ― 

甲 信 越 地 域 16 16 17 16 1 

中 京 地 域 8 10 22 10 12 

関 西 地 域 5 9 20 9 11 

合  計 63 82 153 89 64 



 
  

  



４ 【関係会社の状況】 

(平成18年３月31日現在) 

(注) 有価証券報告書の提出会社であります。なお、株式会社アオキインターナショナルは平成18年４月１日より商号を株式会社

ＡＯＫＩホールディングスに変更しております。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

(平成18年３月31日現在) 

(注) １ 平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含む課税前の総支給額で算出しております。 

２ 従業員は、就業人員数を表示しております。従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員(１日８時間換算)で

あります。 

３ 従業員数については、業容の拡大により最近１年間において129名(532名)増加しております。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

名称 住所
資本金又は
出資金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有(被所有)割合

(％) 
関係内容 

(親会社)    

株式会社アオキインター 
ナショナル    (注) 

神奈川県
横浜市都筑区 

23,282 
ファッション事
業及びその他の
事業 

67.0 不動産の賃借等 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

269(1,056) 32.6 1.54 4,475 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当事業年度におけるわが国経済は、企業収益の改善や設備投資の増加が進み、個人消費も緩やかな回復基調が続

く等、景気回復がより鮮明になりつつあります。しかしながら、原油、素材価格高騰に加え、金利の上昇等先行き

不透明な状況も依然としてありました。 

当社を取り巻くカラオケルーム業界におきましては、業界再編の加速と大手チェーン店同士の 競争激化に加

え、消費の二極化、嗜好の多様化がますます顕著となり、お客様のニーズ、ウォンツをいかに的確に捉え、具現化

していくかが重要となってきております。 

また、複合カフェ業界におきましては、リラクセーションに対する関心の高まり、マスコミに よる露出効果等

による業態認知度の向上から、市場は更に成長段階にあると予想されております（複合カフェ白書2005）。 

こうした環境のもとで、当社は複合カフェ運営事業の譲受けによるカラオケルーム運営事業との統合メリットを

活かすとともに、質の高い安定成長を継続するための経営基盤づくりに注力してまいりました。 

その結果、当事業年度の業績は、売上高12,934百万円（前期比49.9％増）、経常利益1,323百万円（同116.3％

増）、当期純利益434百万円（同164.8％増）となりました。 

  

各事業別の業績は次のとおりであります。 

① カラオケルーム運営事業 

カラオケルーム運営事業は、クリンリネス、接客力向上等の内部体制の強化に重点をおき、 顧客満足度の追

求に努めてまいりました。 

営業面におきましては、「青少年の健全な育成に関する条例」への対応強化により若年層が 減少したもの

の、法人団体やファミリーの増加、割引の抑制等により客単価が上昇いたしました。 

商品面では、グランドメニュー改廃、シーズンメニューの計画的な投入を実施した結果、飲食売上高も好調に

推移し、既存店売上高前期比は0.4％増となりました。売上高については、カラオケルーム売上5,483百万円（前

期比15.7％増）、飲食売上4,593百万円（同21.1％増）、その他 売上131百万円（同33.2％増）となりました。 

店舗面では、１店舗の新規出店及び平成17年９月にゼビオ株式会社からカラオケ店７店舗の営業を譲り受けま

した。一方で、平成18年２月には契約満了に伴い不採算店舗１店舗を閉鎖し、期末店舗数は89店舗（前期末比７

店舗増）となりました。また、「固定資産の減損に係る会計基準」を当事業年度より適用し、減損損失439百万円

を計上いたしました。 

以上の結果、当事業年度の実績は、売上高10,208百万円（前期比18.3％増）、営業利益1,232百万円（前期比

90.8％増）となりました。 

  

  

② 複合カフェ運営事業 

複合カフェ運営事業におきましては、平成17年９月にゼビオ株式会社から複合カフェ２店舗を、同年10月に株

式会社アオキインターナショナルから複合カフェ等58店舗の営業を譲り受けました。また、下期に複合カフェ３

店舗、スパ１店舗の計４店舗の新規出店を行った結果、期末店舗数は64店舗となりました。 

店舗数増加に伴い当社の複合カフェ運営事業の認知度が向上し、加えて初のグランドメニュー改廃、シーズン

メニューの投入等を行った結果、客数が順調に増加いたしました。売上高については、複合カフェ売上2,561百万

円、その他売上164百万円となりました。 



また、平成17年10月、横浜市都筑区に所在する快活スクエア内２階にオープンした“健康と美と癒しを楽しめ

る複合スパ”「快活スパＣＬＵＢ」は、女性客を中心にご好評をいただいております。 

以上の結果、当事業年度の実績は売上高2,726百万円、営業利益150百万円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当事業年度におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

  

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果得られた資金は、2,245百万円と前年同期比1,442百万円（179.6％）の増加となりました。 

その主な内訳は税引前当期純利益873百万円、減価償却費715百万円及び減損損失439百万円によるものでありま

す。 

  

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果使用した資金は、3,860百万円と前年同期比1,575百万円（69.0％）の増加となりました。 

これは主に、５店舗の新規出店等に伴う有形固定資産の取得による支出326百万円、敷金・保証金の増加による

支出246百万円及び営業の譲受けによる支出3,307百万円によるものであります。 

  

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果得られた資金は、3,063百万円と前年同期比1,837百万円（149.8％）の増加となりました。 

これは主に、長期借入れによる収入4,800百万円があった一方で、長期借入金の返済による支出1,701百万円が

あったことによるものであります。 

  

以上の結果、第11期事業年度末における現金及び現金同等物は、前事業年度末に比べ1,448百万円（前期比

152.2％）増加し、2,399百万円となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

  

(1) 生産、受注の状況 

当社は、生産、受注活動は行っていないため該当事項はありません。 

  

(2) 販売実績 

① 事業部門別販売実績 

第11期における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

(注) １ その他売上の主なものは、入会金売上、ゲーム機利用料、ビリヤード売上であります。 

２ その他売上の主なものは、快活フィットネスＣＬＵＢ売上及び快活スパＣＬＵＢ売上であります。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

４ 複合カフェ運営事業は平成17年９月より営業を開始しておりますので、前年同期比はありません。 

  

② 地域別販売実績 

第11期における販売実績を地域別に示すと、次のとおりであります。 

(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

区 分 

第11期
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 
金額(百万円) 

前年同期比(％) 

カラオケルーム運営事業 10,208 118.3 

  カラオケルーム売上 5,483 115.7 

  飲食売上 4,593 121.1 

  その他売上(注)１ 131 133.2 

複合カフェ運営事業 2,726 ― 

  複合カフェ売上 2,561 ― 

  その他売上(注)２ 164 ― 

合 計 12,934 149.9 

地域別 

第11期
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 
金額(百万円) 

前年同期比(％) 

東北地域 1,361 153.9 

関東地域 5,381 178.1 

北陸地域 1,360 108.0 

甲信越地域 1,684 105.3 

中京地域 1,540 159.5 

関西地域 1,607 178.8 

合 計 12,934 149.9 



  

３ 【対処すべき課題】 

カラオケルーム運営事業におきましては、事業者間の競合が一層激しさを増す中、消費者に対して当社の店舗の特

徴を明確にアピールすることで、他社店舗との明確な差別化を図っていくことが求められております。 

一方、複合カフェ運営事業におきましては、リラクセーションに対する関心の高まり、オンラインゲーム市場の拡

大、マスコミでの露出増に伴う業態認知度の向上等の社会背景から、市場は成長段階にあり、しばらくは拡大傾向が

続くものと思われます。 

当社といたしましては、店舗競争力の強化並びに差別化を図るために下記の施策を実施してまいります。 

  

(1) 各事業のシナジー効果の追求による収益基盤の更なる強化 

① 建築資材の共通化又は複合出店等による投資コストの低減。 

② 食材仕入先の共通化、共通食材開発による仕入コストの低減。 

③ 本社及び店舗における使用備品の取引先絞込み及び共通化によるコストの低減。 

④ 人材募集媒体の共有化、一括募集等による人材募集費の低減。 

⑤ 各事業での合同販促の実施による販促費用の効率化。 

⑥ 各事業の人材交流による組織活性化と営業ノウハウ共有化。 

⑦ 本社機能統合による管理部門のスリム化、業務効率化。 

  

(2) 店舗開発力の更なる強化 

今後、カラオケルーム運営事業と複合カフェ運営事業の両事業の市場動向、競合動向を考慮したうえでの多様な

出店パターンが可能になるため、それに伴い出店基準を再度見直し、より高収益な物件開発を行える体制を構築し

てまいります。 

  

(3) 店舗知名度及び店舗イメージの向上 

大手チェーン店との競争激化に伴い、店舗認知度及び店舗イメージの向上はお客様が店舗を選ぶ際の非常に重要

な要素になってくると思われます。そのため、当社は店舗知名度向上並びに店舗イメージ向上のために以下の施策

を実施してまいります。 

① 複合カフェ店舗をカラオケ店舗が先行して出店している地域を中心に新規出店することにより、 

各地域でのドミナント化を推進し、営業効率の向上を図ると同時に、点から線、線から面へと地域のお客様の認知

度向上を図ってまいります。 

② ホームページの見直しを定期的に行い、店舗情報や企業情報等を積極的に開示してまいります。 

  

(4) 飲食の更なる強化と新サービスの企画開発 

カラオケルーム運営事業においては、地域別のお客様ニーズ、ウォンツに対応したメニューの企画開発を行うこ

とで、より地域に密着した店舗づくりを実施してまいります。 

複合カフェ運営事業においては、カラオケルーム運営事業で培った飲食のノウハウを注入することで、食の強化

を図り、飲食においてもお客様からあてにされる店舗づくりを行い、既存顧客のリピート率向上と新たな顧客層の

開拓を実施してまいります。 

  

(5) 人材採用・教育体制の強化 

今後の業容拡大にあたり、正社員及びアルバイトの質量両面での充実が必要不可欠であります。アルバイトの正

社員登用や中途採用を中心とした採用活動を一層積極的に行うと同時に、組織活性化と次期経営者候補となる人材



確保のための新規卒業者定期採用も積極的に取り組んでまいります。 

また、当社独自の教育施設「Ｉ．Ｐ．Ｅ．カレッジ」を活用した教育プログラムの更なる磨き上げにより、新規

採用人員はもちろん、既存従業員の教育についても強化し、営業力を総合的に強化してまいります。 

  

(6) ５年後、10年後を見据えた経営システム構築 

既存の人事、会計、ＰＯＳ、発注在庫システムの改廃を随時行いながら、多店舗、複数業態経営に適応した効率

的なシステム基盤の整備を図ってまいります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

４ 【事業等のリスク】 

  

(1) 株式会社ＡＯＫＩホールディングスとの関係について 

当社の親会社である株式会社ＡＯＫＩホールディングス（旧社名 株式会社アオキインターナショナル）は、連

結子会社２社とともに株式会社ＡＯＫＩホールディンググループを形成し、ファッション事業、アニヴェルセル・

ブライダル事業、並びにエンターテイメント事業を主な内容として事業展開を行っております。 

当社は、平成18年３月31日現在37店舗を親会社から賃借しております。賃貸借条件については、不動産鑑定士に

よる鑑定評価に基づき、協議の上決定しております。 

親会社とは資本面、取引面において重要な関係にありますが、事業上の依存関係は無く、経営の基本方針及び日

常の事業活動等は自主・自立を基本とし、独立性を確保しております。従いまして、当社と株式会社ＡＯＫＩホー



ルディングスとの関係は、今後とも良好に推移することを想定しておりますが、株式会社ＡＯＫＩホールディン

グスにおけるグループ展開に関する方針に変更があった場合等には、当社の業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

(2) 当社の店舗展開について 

当社は、居抜物件を中心に出店コストを抑えた郊外型店舗の出店を基本にしております。当社が新規出店する際

の出店先の選定にあたっては、店舗の採算性を最も重視しており、保証金・賃料等の出店条件、商圏内人口や競合

店状況、周辺商環境（集客力のある飲食店、商業施設がある等）等について事前に立地調査を行い、投資回収期間

及び利益予測等を実施し、一定条件を満たす物件を出店対象店舗としております。 

このため、当社の出店条件に一致する物件を確保できない場合には、出店数が未達となり、当社の業績に影響を

及ぼす可能性があります。 

  

(3) 人材の確保及び育成について 

当社は、優れた人材の採用及び育成を最重要課題の一つとして認識しており、主に以下のような施策を実施して

おります。 

①  業界・経験を問わない即戦力化のための中途採用、組織活性化及び次期経営者確保のための新卒採用の実施 

②  能力主義を基本とした、職位資格制度、人事考課制度の実施 

③  擬似店舗を併設した社内教育施設による経営理念教育及び実務教育の徹底 

しかしながら、これらの施策がうまく機能せず、当社の求める人材の確保や育成が計画どおりに行えない場合に

は、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(4) カラオケ機器メーカーとの取引について 

当社は、店舗に設置するカラオケ機器の仕入先を主に株式会社エクシング（平成18年３月期におけるカラオケ機

器新規設置数に占める同社からの仕入比率29.9％）、株式会社第一興商（平成18年３月期におけるカラオケ機器新

規設置数に占める同社からの仕入比率38.3％）、及び株式会社ＢＭＢ（平成18年３月期におけるカラオケ機器新規

設置数に占める同社からの仕入比率31.8％）の３社に依存しております。株式会社エクシング及び株式会社第一興

商とは１年更新の商品売買基本契約を締結しており、現時点では両社と当社の関係は良好でありますが、将来的に

これらの企業との売買契約条件が変更になったり、契約解除になった場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性

があります。 

  

(5) 個人情報の管理について 

個人情報の管理については、社内にプロジェクトチームを発足し、情報セキュリティの強化に努めており、会員

情報の本社一括管理、個人データの利用制限、管理者の制限など十分な注意を払っておりますが、不測の事態によ

り個人情報が流出した場合には、社会的信用の低下や売上高の減少等、当社の業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

(6) 有利子負債依存度について 

当社はカラオケ・パーティースペース「コート・ダジュール」とリラックス・コンビニ「快活 ＣＬＵＢ」等を

直営により店舗展開しており、新規出店に際しては建物入居のための敷金・保証金、店舗建築・内装設備等のため

の資金を必要とします。当社は、これらを金融機関からの借入金及び社債の発行等により賄っているため、下表の

とおり総資産に占める有利子負債の比率が高い水準にあります。そのため、金利動向等の金融情勢の変化があった

場合や、計画どおりの資金調達ができない場合には、支払利息の増加や新規出店の遅延等により、当社の業績に影



響を及ぼす可能性があります。 

  

（単位：百万円） 

  

項目 平成15年３月期 平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期 

総資産額 5,428 7,034 8,296 12,892 

有利子負債合計 4,362 4,879 6,135 9,234 

有利子負債依存度 80.4％ 69.4％ 74.0％ 71.6％ 

売上高 4,544 6,746 8,630 12,934 

営業利益 446 747 645 1,382 

支払利息(含社債利息) 68 69 81 83 

支払利息(含社債利息)／売上高 1.5％ 1.0％ 0.9％ 0.6％ 



  

(7) 法的規制について 

①「青少年の健全な育成に関する条例」について 

当社は、「青少年の健全な育成に関する条例」の規制を受けております。同条例は、ほぼ全国の都道府県に制

定されており、それぞれにおいて名称・内容は異なるものの、入場者の年齢による制限、コンテンツの健全性に

関する規制により青少年の健全な育成を図ること目的として制定されております。当社は、法令遵守の観点か

ら、各都道府県の条例に則り店舗への指導・運営を行っておりますが、条例の改正もしくは監督官庁の運用の変

更などにより新たな規制が強化された場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

②著作権について 

複合カフェの店舗において使用しているソフトウェアは、著作権者から業務用として利用の許諾を受けたもの

だけを使用しております。また、同じく店舗にて提供しているまんがや雑誌等につきましても著作物に該当いた

しますが、これらの提供は同一店内の利用に限られており、現時点では貸与にあたらないと解釈されておりま

す。しかしながら、今後の法改正や著作権者側との何らかの取り決めが行われますと、業務利用が出来なくなっ

たり、許諾料等の支払が必要となる可能性があり、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(8) 減損会計について 

当社は、当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」を適用し、減損損失を439百万円計上しております。

今後も、営業活動から生じる損益が継続的なマイナスとなる営業店舗が発生し、減損が認識された場合には、減損

損失の計上により、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  



  

５ 【経営上の重要な契約等】 

(1) 株式会社アオキインターナショナルとの営業譲受契約の締結 

平成17年５月９日に「営業譲受契約」を締結し、平成17年10月１日付をもって同社の営業の一部、複合カフェ運

営事業を譲受けました。 

その内容は、次のとおりであります。 

①複合カフェ等58店舗の設備、構築物、器具備品等、同店舗の賃借権並びに敷金及び保証金の 返還請求権、商

標権、棚卸資産、店舗現金等の対価として2,877百万円を支払いました。 

②上記58店舗の従業員74名、パート社員のべ1,216名が入社いたしました。 

  

(2) ゼビオ株式会社との営業譲受契約の締結 

平成17年７月29日に「営業譲受契約」および平成17年８月31日に「営業譲受に関する覚書」を締結し、平成17年

９月１日付をもって、同社のカラオケ業態及び複合カフェ業態に関する営業の一部を譲受けました。 

その内容は、次のとおりであります。 

①カラオケ７店舗及び複合カフェ２店舗の設備、構築物、器具備品等、同店舗の賃借権並びに敷金及び保証金の

返還請求権、商標権等の対価として443百万円を支払いました。 

②上記９店舗の従業員７名、パート社員のべ116名が入社いたしました。 

  

(3) 共同開発、特許所有者等との契約等重要な契約の内容等は、次のとおりであります。 

  

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

契約項目 相手先名 契約の内容 契約期間 

音楽著作物利用許諾契約 
社団法人
日本音楽著作権協会 

「カラオケ店」の新規出店に際して、相
手先が保有する音楽著作物を利用するた
めの利用許諾契約を締結しております。 

期間を指定せず開設
から閉店までの営業
期間 

商品売買基本契約書 
株式会社第一興商 
株式会社エクシング 

「カラオケ店」の新規出店に際して、相
手先が保有する商品(カラオケ機器)を継
続的に仕入れする商品売買基本契約を締
結しております。 

平成13年７月１日か
ら平成14年６月30日
まで以降同一契約に
て更新 

不動産賃貸借契約 
株式会社ＡＯＫＩホ
ールディングス 
他店舗オーナー 

新規出店に際して、相手先が保有する建
物を賃借するために、賃貸借契約を締結
しております。 

開設より３年から20
年間の賃貸借契約 

業務委託契約 
株式会社ＡＯＫＩホ
ールディングス 

立地調査、オーナー関係者との事前交渉
等の店舗開発業務について業務委託契約
を締結しており、契約成立時に家賃の一
定割合を支払っております。 

平成14年11月１日か
ら平成15年３月31日
まで以降同一の条件
にて一年毎に更新 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

  

(1) 財政状態の分析 

（資産の部） 

流動資産は、現金及び預金が1,448百万円、前払費用が161百万円増加したこと等により前事業年度末に比べ1,782

百万円（136.4％）増加いたしました。固定資産は、主に５店舗の新規出店及び営業の一部譲受けに伴い、有形固定

資産が1,794百万円、敷金・保証金等が800百万円増加したこと等により、前事業年度に比べ2,813百万円（40.2％）

増加いたしました。 

（負債の部） 

流動負債は、一年内返済予定の長期借入金が352百万円、未払金が158百万円、未払法人税等が437百万円増加した

こと等により前事業年度に比べ1,358百万円（59.8％）増加いたしました。固定負債は、主に長期借入金が2,746百

万円増加したこと等により、前事業年度に比べ2,852百万円（63.7％）増加いたしました。なお、外部負債は、主に

５店舗の新規出店と営業の譲受けに係る設備資金調達のため、長期借入金（含む一年内返済予定）が3,098百万円増

加いたしましたが、総資産に対する外部負債比率は、前事業年度末の74.0％から当事業年度末には71.6％となり、

2.4％改善 いたしました。 

（資本の部） 

資本の部は、別途積立金の増加等により利益剰余金が385百万円増加したこと等により、自己資本が前事業年度に

比べ385百万円（24.9％）増加いたしましたが、設備投資のための借入金が増加したため、自己資本比率は前事業年

度末の18.7％から当事業年度末には15.0％と、3.7％低下いたしました。 

  

(2) キャッシュ・フローの分析 

キャッシュ・フローの分析については、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (2) キャッシュ・フローの状

況」に記載のとおりです。 

  

なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは以下の表のとおりです。 

(注)株主資本比率：株主資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

有利子負債：社債及び長期借入金 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

  

  

  

(3) 経営成績の分析 

当事業年度の売上高は、前事業年度に比べ4,304百万円（49.9％）増加し、12,934百万円となりました。これは主

に、営業の譲受けにより複合カフェ運営事業を開始したことによる売上高が2,726百万円となったことに加え、カラ

  平成15年３月期 平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期

株主資本比率(％) 11.5 20.4 18.7 15.0 

時価ベースの自己資本比率(％) ― 120.4 64.8 101.0 

有利子負債(百万円) 4,362 4,879 6,135 9,234 

営業キャッシュ・フロー(百万円) 579 1,020 802 2,245 

債務償還年数(年) 7.5 4.8 7.6 4.1 



オケルーム運営事業においても、前事業年度の新店20店舗が通期で寄与したこと、並びにグランドメニュー改廃

と季節メニューの計画的投入により飲食売上高も好調に推移した結果、売上高が1,578百万円増加したためです。 

売上原価は、前事業年度に比べ3,423百万円（48.3％）増加し、10,517百万円となりました。これは主に、店舗数

の増加に伴うものです。また、販売費及び一般管理費は、前事業年度に比べ、144百万円（16.2％）の増加に留まり

ました。これは主に、広告宣伝費の抑制と新規出店数の減少による開店準備費の減少及び規模の拡大による本部経

費率の低減によるものです。 

この結果、営業利益は736百万円（114.1％）増加し、1,382百万円となりました。 

また、営業外収益は6百万円（12.1％）の増加、営業外費用は32百万円（35.0％）の増加に留まりました結果、経

常利益は711百万円（116.3％）増加し、1,323百万円となりました。 

特別利益は、貸倒引当金の戻入10百万円があったため、4百万円（77.8％）増加しました。特別損失は、減損損失

439百万円を計上したため170百万円（59.3％）増加し、459百万円となりました。 

これらにより、税引前当期純利益は545百万円（165.7％）増加し、873百万円となりました。また、法人税等調整

額が前事業年度に比べ142百万円増加した結果、法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額を差引いた当期純利益

は、前事業年度と比べ270百万円（164.8％）増加し、434百万円となりました。 

なお、事業部門別の売上高、営業利益の状況は、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (1)  業績」に記載

のとおりです。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社の設備投資において、購入によるものは主として店舗の内装であります。カラオケ機器、厨房機器、パソコ

ン、その他家具、ＰＯＳシステム等は全てリース契約で調達しております。 

第11期事業年度の設備投資（敷金・保証金及び長期前払費用を含む）の総額は、3,807百万円であります。その主た

るものは、５店舗の新規出店に係るものと、以下の営業の譲受けによるものです。 

  

ゼビオ株式会社からの営業の譲受けによるもの 

(注) １．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．その他には敷金・保証金が含まれております。 

３．上記譲受に伴い、ゼビオ株式会社からリース資産の賃借を受けており、その年間リース料は０百万円です。 

４．従業員数は、受入出向者を含む就業人員であります。従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員(１日８時

間換算)であります。 
  

株式会社アオキインターナショナルからの営業の譲受けによるもの 

(注) １．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．その他には敷金・保証金が含まれております。 

３．上記譲受に伴い、株式会社アオキインターナショナルからリース資産の賃借を受けており、その年間リース料は４百万

円です。 

４．従業員数は、就業人員であります。従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員(１日８時間換算)でありま

す。 

    ５．店舗数は、快活フィットネスＣＬＵＢを１店舗としております。 

  

なお、重要な設備の除却または売却はありません。 

事業所名 
(所在地) 

事業部門 設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
（名） 

建物 構築物 器具備品 その他 合計 

(キャパ) 
米沢店 
(山形県米沢市) 
他５店舗 

カラオケルー
ム運営事業 

カラオケ店 193 11 20 81 307 
6

(34) 

(メガトン) 
古川店 
(宮城県古川市) 

カラオケルー
ム運営事業 

カラオケ店 13 0 5 35 56 
1
(8) 

(ＲＡＫＵＲＡＫＵ２４) 
秋田店 
(秋田県秋田市) 
他１店舗 

複合カフェ 
運営事業 

複合カフェ 41 3 8 26 79 
4

(18) 

合計 249 14 34 144 443 
11
(60) 

事業所名 
(所在地) 

事業部門 設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
（名） 

建物 構築物 器具備品 その他 合計 

（快活ＣＬＵＢ） 
北山田店 
(横浜市都筑区) 
他57店舗 

複合カフェ 
運営事業 

複合カフェ 1,924 56 222 602 2,806 
74

(391) 

合計 1,924 56 222 602 2,806 
74

(391) 



２ 【主要な設備の状況】 

当社は、東北、関東、北信越、中京、関西を中心に、カラオケ・パーティースペース「コート・ダジュール」等89

店舗と複合カフェ・リラックスコンビニ「快活ＣＬＵＢ」等64店舗を運営しております。また、店舗以外に本社事務

所を設けております。 

以上のうち平成18年３月31日現在の各事業所における主要な設備の帳簿価額並びに従業員の配置は以下のとおりで

あります。 

  

(注) １ 帳簿価額のうちその他には、敷金・保証金及び長期前払費用が含まれております。なお金額には消費税等は含まれており

ません。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員(１日８時間換算)であります。 

３ 現在休止中の設備はありません。 

４ 上記の他、主要なリース設備として、以下のものがあります。 

  

  

  

事業所名 
(所在地) 

事業部門 設備の内容 

帳簿価額(百万円) 
従業員数
(名) 

建物 構築物 器具備品 その他 合計 

コート・ダジュール 
すみれが丘店 
(横浜市都筑区) 
他88店舗 

カラオケル
ーム運営事
業 

店舗設備 4,372 459 198 1,160 6,191 
104
(547) 

快活ＣＬＵＢ 
多摩ニュータウン店 
(東京都多摩市) 
他57店舗 

複合カフェ
運営事業 

店舗設備 1,966 56 219 705 2,948 
100
(503) 

本社 
(横浜市都筑区) 

― 事務室 53 ― 2 ― 55 
65
(6) 

合計 ― ― 6,392 516 420 1,865 9,195 
269

(1,056) 

設備の内容 リース期間 年間リース料(百万円) リース契約残高(百万円) 

店舗内設備 ５年 904 2,809 

本社内設備 ５年 33 66 



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

当社は、中長期計画に則り、新規出店計画を策定しております。出店候補地につきましては、関東、中京、関西

地域の居抜物件を中心に選定してまいります。 

平成18年３月31日現在における進行中及び計画中の主なものは、次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 投資予定額には敷金・保証金及び長期前払費用が含まれております。ただし、リース投資額は除いております。 

３ 事業所名等は変更する場合があります。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

事業所名 
(所在地) 

事業部門 設備の内容 

投資予定額
(百万円) 資金調達

方法 
着手年月

完了予定 
年月 

増加能力
(ルーム
数、営業面
積㎡) 総額 既支払額

（コート・ダジュール） 
四軒家店 
（名古屋市守山区） 

カラオケ 
ルーム 
運営事業 

カラオケ店 87 9 借入金 
平成18年
３月 

平成18年 
４月 

ルーム 

32 

長野昭和通り店 
（長野県長野市） 

同上 同上 72 ― 同上 
平成18年
６月 

平成18年
９月 

23

その他２店舗 
(未定) 

同上 同上 160 ― 同上 ― 
平成19年
３月まで 

― 

(快活ＣＬＵＢ) 
前橋上小出店 
(群馬県前橋市) 

複合カフェ
運営事業 

複合カフェ 50 6 同上
平成18年
３月 

平成18年 
４月 

㎡ 

729 

盛岡上堂店 
(岩手県盛岡市) 

同上 同上 45 8 同上
平成18年
３月 

平成18年 
４月 

580

名和店 
(愛知県東海市) 

同上 同上 44 7 同上
平成18年
３月 

平成18年 
４月 

537

鶴ヶ島インター店 
(埼玉県鶴ヶ島市) 

同上 同上 57 10 同上
平成18年４
月 

平成18年５
月 

965

大宮三橋店 
(さいたま市西区) 

同上 同上 55 10 同上
平成18年４
月 

平成18年５
月 

656

甲府上阿原店 
(山梨県甲府市) 

同上 同上 55 9 同上
平成18年４
月 

平成18年５
月 

722

北上店 
(岩手県北上市) 

同上 同上 49 ― 同上
平成18年５
月 

平成18年６
月 

620

本庄店 
(埼玉県本庄市) 

同上 同上 50 6 同上
平成18年５
月 

平成18年６
月 

596

外環中石切店 
(大阪府東大阪市) 

同上 同上 58 15 同上
平成18年５
月 

平成18年６
月 

686

笠懸店 
(群馬県みどり市) 

同上 同上 55 3 同上
平成18年５
月 

平成18年６
月 

657

会津若松店 
(福島県会津若松市) 

同上 同上 52 ― 同上
平成18年６
月 

平成18年７
月 

701

その他19店舗 
(未定) 

同上 同上 1,000 ― 同上 ―
平成19年３
月まで 

―

(快活フィットネスCLUB) 
長野昭和通り店 
（長野県長野市） 

同上 
フィットネ
スクラブ 

101 ― 同上
平成18年６
月 

平成18年９
月 

1,320

合計 1,990 85 ― ― ― ―



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

    

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 95,584 

計 95,584 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月23日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 23,896 23,896
ジャスダック
証券取引所 

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式 

計 23,896 23,896 ― ― 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １ 有償・株主割当 

  発行価額   50,000円 

  資本組入額  50,000円 

  割当比率   1：3.75 

２ 有償・株主割当 

  発行価額   50,000円 

  資本組入額  50,000円 

  割当比率   1：0.05 

３ 有償・第三者割当 

  発行価額   97,746円 

  資本組入額  48,873円 

  割当先  牧  實、久保田泰男 他25名 

  牧  實は平成15年３月に名前を変更し、牧 倫匡となりました。 

４ 有償・第三者割当 

  発行価額   192,453円 

  資本組入額  96,227円 

  割当先  株式会社横浜銀行、株式会社八十二銀行、青木拡憲、青木寶久 他７名 

５ 有償・第三者割当 

  発行価額   198,343円 

  資本組入額  99,172円 

  割当先  白波瀬 孝、菅谷信一、中村宏明 他７名 

６ 有償一般募集(ブックビルディング方式) 

  発行価額   520,000円 

  引受価額   488,800円 

  発行価額   382,500円 

  資本組入額  191,250円 

７ 有償・第三者割当(オーバーアロットメントによる売出しに伴う割当) 

  割当価格     488,800円 

発行価額   382,500円 

  資本組入額  191,250円 

  割当先  野村證券株式会社 

  ８ 平成16年５月20日付をもって１株を２株に株式分割し、発行済株式総数が5,974株増加しております。 

  ９ 平成18年２月１日付をもって１株を２株に株式分割し、発行済株式総数が11,948株増加しております。 

  

  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成13年10月31日 
     (注)１ 

3,000 3,800 150 190 ― 4

平成13年11月16日 
     (注)２ 

200 4,000 10 200 ― 4

平成14年３月23日 
     (注)３ 

227 4,227 11 211 11 15

平成14年９月25日 
     (注)４ 

588 4,815 56 267 56 72

平成15年３月31日 
     (注)５ 

59 4,874 5 273 5 78

平成15年12月24日 
     (注)６ 

1,000 5,874 191 464 297 375

平成16年１月21日 
     (注)７ 

100 5,974 19 483 29 405

平成16年５月20日 
(注)８ 

5,974 11,948 ― 483 ― 405

平成18年２月１日 
(注)９ 

11,948 23,896 ― 483 ― 405



  

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

  

区分 

株式の状況 

端株の状況政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― 8 4 10 4 ― 493 519 ―

所有株式数 
(株) 

― 2,977 34 16,264 954 ― 3,667 23,896 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― 12.46 0.14 68.06 3.99 ― 15.35 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

株式会社アオキインターナショ
ナル 

神奈川県横浜市都筑区葛が谷６番56号 16,000 66.96

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町二丁目11－３ 801 3.35

エイチエスビーシーファンドサ
ービシイズクライアンツアカウ
ント006 
（常任代理人 香港上海銀行 
東京支店） 

LEVEL 13，１ QUEEN’S ROAD CENTRAL,
HONG KONG 
  
（東京都中央区日本橋三丁目11－１） 

715 2.99

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８－11 658 2.75

株式会社横浜銀行 
東京都中央区晴海一丁目８－12
（常任代理人）資産管理サービス信託銀行
株式会社 

600 2.51

株式会社八十二銀行 長野県長野市大字中御所字岡田178番地８ 480 2.01 

ヴァリック従業員持株会 神奈川県横浜市都筑区北山田三丁目１番50号 415 1.74 

資産管理サービス信託銀行株式
会社（証券投資信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８－12 314 1.31 

牧 倫匡 神奈川県横浜市青葉区 200 0.84

久保田 泰男 神奈川県横浜市青葉区 200 0.84

中村 宏明 神奈川県横浜市青葉区 200 0.84

栗田 宏 神奈川県横浜市都筑区 200 0.84

計 ― 20,783 86.97 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 23,896 23,896
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 23,896 ― ― 

総株主の議決権 ― 23,896 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 



  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

①平成18年６月22日開催の定時株主総会決議 

会社法第361条第１項の規定に基づき、取締役のストックオプション報酬額の設定と会社法第236条、第238条及

び第239条の規定に基づき、取締役に対してストックオプションとして新株予約権を発行することを平成18年６月

22日開催の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

  

(注) １ 当社が株式無償割当、株式分割又は株式併合を行う場合、当社は次の算式により目的株式数を調整する。 

    調整後株式数＝調整前株式数×無償割当、分割又は併合の比率 

２ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該時点における目的株数１株当たりの出資される財産の価額（以

下「行使価額」という。）に目的株数を乗じた金額とし、当初行使価額は、新株予約権の割当日の属する月の前月の各日

（取引が成立しない日を除く。）における株式会社ジャスダック証券取引所（以下「ジャスダック証券取引所」とい

う。）の当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.025を乗じた価額とし、計算の結果生じる1円未満の端数は切り上げ

るものとする。ただし、新株予約権割当日の前日のジャスダック証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（取

引が成立しない場合はその前日の終値）を下回る場合は、当該日の終値とする。 

  なお、当社が株式無償割当、株式分割又は株式併合を行う場合、当社は、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果

生じる1円未満の端数を切り上げる。 

  

決議年月日 平成18年６月22日 

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役６名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 合計165株を上限とする。(注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額 (注)２ 

新株予約権の行使期間 平成20年７月１日から平成23年6月30日 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社又は当社の関係

会社の取締役、監査役又は従業員であることを要する。ただし、対象者

が当社又は当社の関係会社の取締役又は監査役を任期満了により退任し

た場合及び従業員を定年により退職した場合は、退任及び退職後３ヵ月

間に限り行使できるものとする。 

新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。 

その他の行使の条件は、取締役会決議により決定する。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。 

調整後払込金額＝調整前払込金額  × 
１ 

株式無償割当、分割又は併合の比率 



  

②平成18年６月22日開催の第11回定時株主総会決議 

会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、従業員の一部の者に対してストックオプションとして新

株予約権を発行することを平成18年６月22日開催の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

  

(注) １ 付与対象者は、この有価証券報告書提出日以降に開催される当社取締役会決議をもって決定する。 

２ 当社が株式無償割当、株式分割又は株式併合を行う場合、当社は次の算式により目的株式数を調整する。 

    調整後株式数＝調整前株式数×無償割当、分割又は併合の比率 

３ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該時点における目的株数１株当たりの出資される財産の価額（以

下「行使価額」という。）に目的株数を乗じた金額とし、当初行使価額は、新株予約権の割当日の属する月の前月の各日

（取引が成立しない日を除く。）における株式会社ジャスダック証券取引所（以下「ジャスダック証券取引所」とい

う。）の当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.025を乗じた価額とし、計算の結果生じる1円未満の端数は切り上げ

るものとする。ただし、新株予約権割当日の前日のジャスダック証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（取

引が成立しない場合はその前日の終値）を下回る場合は、当該日の終値とする。 

  なお、当社が株式無償割当、株式分割又は株式併合を行う場合、当社は、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果

生じる1円未満の端数を切り上げる。 

  

  

決議年月日 平成18年６月22日 

付与対象者の区分及び人数 当社の従業員(注)１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 合計405株を上限とする。(注)２ 

新株予約権の行使時の払込金額 (注)３ 

新株予約権の行使期間 平成20年７月１日から平成23年6月30日 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社又は当社の関係

会社の取締役、監査役又は従業員であることを要する。ただし、対象者

が当社又は当社の関係会社の取締役又は監査役を任期満了により退任し

た場合及び従業員を定年により退職した場合は、退任及び退職後３ヵ月

間に限り行使できるものとする。 

新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認めない。 

その他の行使の条件は、取締役会決議により決定する。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとする。 

調整後払込金額＝調整前払込金額  × 
１ 

株式無償割当、分割又は併合の比率 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  



３ 【配当政策】 

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして考え、配当については経営成績、財政状態を勘案し

て決定することを基本方針としております。 

当期（平成18年３月期）の利益配当につきましては、１株につき2,000円の配当を実施することといたしました。 

内部留保金につきましては、将来にわたる株主利益を確保するため、経営体質の一層の強化、新規出店等の設備資

金に活用し、事業の充実に努めてまいる所存であります。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) １ 最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は、日本証券業協会の

公表のものであります。なお、第10期の事業年度別最高・最低株価のうち、(  )内は日本証券業協会の公表によるもの

であります。 

２ 当社株式は、平成15年12月24日から日本証券業協会に店頭登録されております。それ以前の株価については該当はありま

せん。 

３ ※印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注)  最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

  

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) ― ―
1,610,000
※800,000 

(1,210,000)
750,000 

1,230,000
※611,000 

最低(円) ― ―
579,000
※695,000 

(449,000)
449,000 

405,000
※440,000 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高(円) 750,000 810,000 1,160,000 1,230,000 611,000 549,000 

最低(円) 638,000 720,000   754,000   500,000 440,000 461,000 



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株) 

代表取締役 
会長   栗 田   宏 昭和28年12月７日

昭和52年４月 

  
昭和58年10月 

昭和62年10月 
平成３年10月 

平成６年４月 
平成10年４月 

  
平成11年10月 

平成16年４月 
平成17年６月 

平成17年10月 

株式会社アオキインターナショナ

ル入社 
同社営業部関東ブロック長 

同社営業管理部長 
同社関西営業部長 

同社販売促進部長 
同社社長室メディアプラザ(Ｆ４) 

事業部長 
同社ＦＣ事業部長 

同社快活事業部長 
当社取締役就任 

当社代表取締役会長就任(現任) 

200

代表取締役 
社長   中 村 宏 明 昭和38年９月13日

昭和62年４月 
  

平成３年４月 
平成10年11月 

平成13年８月 
  

平成14年６月 
平成14年７月 

平成15年３月 
平成15年４月 

平成16年２月 
平成16年７月 

  
平成17年４月 

株式会社アオキインターナショナ

ル入社 

同社商品企画室課長 
同社アニヴェルセル事業部部長 

当社出向 
経営企画室室長 

取締役就任 
当社入社 

営業統括部部長 
常務取締役就任 

管理本部長 
専務取締役就任 

営業本部長 
代表取締役社長就任(現任) 

200

常務取締役 経理部長 菅 谷 信 一 昭和28年11月６日

昭和52年４月 

平成７年６月 

平成11年６月 

平成13年10月 

平成14年１月 

  

平成14年６月 

平成14年11月 

平成15年４月 

  

平成16年２月 

平成16年７月 

株式会社横浜銀行入行 

同行反町支店支店長 

同行淵野辺支店支店長 

同行経営管理部付 

当社出向 

管理本部本部長 

取締役就任 

当社入社 

常務取締役就任(現任) 

経理部部長 

管理本部経理部長 

経理部長(現任) 

80

取締役 コート・ダジュー

ル営業推進部長 吉 田 民 明 昭和38年３月６日

昭和61年４月 

  

平成５年１月 

平成７年６月 

平成９年10月 

平成12年１月 

平成14年３月 

  

平成14年７月 

  

平成14年10月 

平成15年４月 

  

平成16年２月 

平成16年７月 

平成17年４月 

平成18年４月 

株式会社アオキインターナショナ

ル入社 

同社営業部部長心得 

同社販促部次長 

同社営業利益達成部部長 

同社販促部部長 

同社スーツダイレクト事業部責任

者 

当社出向 

営業本部本部長 

当社入社 

取締役就任(現任) 

営業統括部副部長 

営業本部長 

営業本部店舗活性化室長 

営業本部長 

コート・ダジュール営業推進部長

(現任) 

60



  

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株) 

取締役 総務部長 小 林   修 昭和38年１月31日

昭和61年４月 

  
平成５年11月 

平成９年10月 
平成13年10月 

  
平成14年７月 

平成15年４月 
平成16年２月 

平成16年７月 

株式会社アオキインターナショナ

ル入社 
同社人事部労務厚生課課長 

同社管理本部法務部次長 
当社出向 

総務部部長 
当社入社 

取締役就任(現任) 
管理本部総務部長 

総務部長(現任) 

60

取締役 店舗開発部長 白波瀬   孝 昭和41年８月10日

平成元年４月 
  

平成10年４月 
平成15年１月 

  
平成15年４月 

  
平成16年２月 

株式会社アオキインターナショナ

ル入社 

同社店舗開発部立地開発課課長 
当社入社 

店舗開発部部長 
取締役就任(現任) 

店舗企画開発部部長 
店舗開発部長(現任) 

60

常勤監査役   堤   喜 義 昭和13年７月20日

昭和32年４月 

  

平成11年６月 

  

  

平成15年６月 

  

  

  

平成16年６月 

平成18年６月 

竹村棉業株式会社（現ＮＩ帝人商

事株式会社）入社 

帝人商事株式会社（現ＮＩ帝人商

事株式会社）代表取締役社長就任 

兼帝人株式会社取締役 

ＮＩ帝人商事株式会社代表取締役

社長就任  

兼帝人グループ上席専務執行役員

兼帝人流通・製品事業グループ長 

同社最高顧問就任 

当社常勤監査役就任(現任) 

―

監査役   青 木 啓 雄 昭和19年２月３日

昭和51年８月 

  

昭和55年７月 

平成11年６月 

平成16年６月 

平成18年６月 

株式会社アオキインターナショナ

ル入社 

同社取締役就任 

同社執行役員品質管理室長就任 

同社品質管理室（現任） 

当社監査役就任(現任) 

―

監査役   山 口 芳 政 昭和17年７月25日

昭和36年３月 

平成４年３月 

平成９年３月 

平成10年３月 

平成12年９月 

平成14年６月 

警視庁警察官拝命 

警視庁採用センター所長 

警視庁警務部兼総務部理事官 

府中警察署長 

深川警察署長 

当社監査役就任(現任) 

―

計 660 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、「社会性の追求」「公益性の追求」「公共性の追求」という経営理念を追求するためには、コーポレー

ト・ガバナンスが最重要課題の一つとして捉えており、経営管理組織や業務執行の仕組みを整備し、経営の透明性、

健全性の向上を図ってまいります。 

  

(1) 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他コーポレート・ガバナンス 体制の状況 

①会社の機関の内容（平成18年３月31日現在） 

当社は、監査役設置会社であり、監査役は３名で、うち２名が社外監査役です。社外監査役の専従スタッフは

配置しておりませんが、総務部総務課に監査役会事務局を設置し、対応しております。また、取締役は６名で、

全員常勤取締役であり、社外取締役はおりません。 

②内部統制システムの整備の状況 

企業経営者の経営効率向上と株主に対する説明責任の履行を監視・監督するための監査機能強化を目的とし

て、平成14年６月28日開催の定時株主総会において常勤監査役及び非常勤監査役（社外監査役）２名を登用し、

組織体制の整備を図っております。また、平成15年６月からは、取締役の任期を２年から１年に変更すること

で、経営に対する責任を明確にいたしました。 

③リスク管理体制の整備 

リスクマネジメントの側面からは、財務システムについてはＰＯＳシステムをはじめとする情報システムとそ

の遵守が財務の信頼性の根幹を支えており、災害・事故及び犯罪関係については営業管理部が、食品の安全性に

ついては商品企画部が、コンプライアンスについては総務部がそのリスクの洗い出し及び対策を行っており、適

宜弁護士、公認会計士、税理士等専門家から助言をいただいております。 

④役員の報酬の内容 

 取締役及び監査役に支払った報酬 

取締役 54百万円 

     監査役 12百万円 

 利益処分による賞与金 

取締役 10百万円 

     監査役 ２百万円 

（注）上記の支給額のほか、退任取締役１名に対し12百万円の退職慰労金を支払っております。 

⑤監査報酬の内容 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬10百万円 

 上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

(2) 内部監査及び監査役監査の組織 

監査役監査は、当社監査役監査基準に基づき、監査役会にて監査方針と分担を定め、各監査役が、取締役会等重

要な会議に出席するほか、取締役等からの営業報告の聴取、重要な決裁書類等の閲覧、取締役の職務執行について

監査しております。また、店舗の業務及び財産状態等調査のため主要な店舗への定期的視察、法令及び定款に従い

会社の状況を正しく示しているかどうかについても会計帳簿等の調査を行っております。 

内部監査については、内部監査室（２名）による店舗及び本部監査を行い、監査結果を社長と監査役に報告し、

問題があれば社長指示を受けて改善命令を出し、改善状況をチェックする体制で運営しております。 

また、中央青山監査法人による独立の立場から、財務諸表等に対する意見を受けております。 

(3) 会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係の概要 



社外監査役２名のうち、当期末において、当社株式を保有している株主は牧野敬一氏（36株）の１名であります

が、当社との間にそれ以外の人的関係、取引関係その他の利害関係はなく、客観的な立場での監督機能を果たして

いると考えております。なお、牧野敬一氏は平成18年６月22日開催の第11回定時株主総会終結の時をもって監査役

を退任いたしました。 

(4) 当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名 

指定社員 業務執行社員  仲澤孝宏 

指定社員 業務執行社員  小林昭夫 

継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。 

監査業務に係る補助者の構成 

  公認会計士 ２名、会計士補 ７名 

 (5) 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

取締役会は毎月１回定例開催するほか、必要に応じて臨時開催しております。 

監査役会については、原則毎月１回開催し、監査役間の緊密な情報交換と経営監視機能の強化に努めておりま

す。 

内部監査室は、年２回の店舗監査を実施しております。また、平成17年９月および平成17年10月に営業の譲受け

を受けたカラオケ「キャパ」等の店舗及び複合カフェ「快活ＣＬＵＢ」等の店舗についても、下期に１回の店舗監

査を実施いたしました。 

内部規定の整備については、「公益通報者保護に関する内部規程」及び「店舗管理規程」を新たに制定いたしま

した。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 



   当社のコーポレート・ガバナンス体制及び内部統制システムは以下のとおりであります。 

  

 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第２項のただし書

きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載しておりましたが、当事業年度

より百万円単位で記載することに変更いたしました。 

 なお、比較を容易にするため、前事業年度についても百万円単位に組替え表示しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及び当

事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の財務諸表について、中央青山監査法人により監査を受けて

おります。 

  

３ 連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  

１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

 １ 現金及び預金     951     2,399   

 ２ 売掛金     16     32   

 ３ 商品     0     8   

 ４ 原材料     29     64   

 ５ 貯蔵品     14     24   

 ６ 前払費用 ※１   227     388   

 ７ 繰延税金資産     35     114   

 ８ 未収入金     31     55   

 ９ その他     0     0   

   流動資産合計     1,306 15.8   3,089 24.0 

Ⅱ 固定資産               

 １ 有形固定資産               

  (1) 建物   6,115     8,144     

    減価償却累計額   1,327 4,788   1,751 6,392   

  (2) 構築物   689     752     

    減価償却累計額   166 522   236 516   

  (3) 器具備品   389     676     

    減価償却累計額   155 233   255 420   

  (4) 建設仮勘定     ―     9   

   有形固定資産合計     5,544 66.8   7,339 56.9 

 ２ 無形固定資産               

  (1) 商標権     0     0   

  (2) ソフトウェア     7     21   

  (3) その他     14     15   

   無形固定資産合計     22 0.3   37 0.3 



  

  

  
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

 ３ 投資その他の資産               

  (1) 投資有価証券     ―     0   

  (2) 破産債権     10     10   

  (3) 長期前払費用 ※１   317     361   

  (4) 繰延税金資産     182     340   

  (5) 敷金・保証金 ※１   897     1,698   

  (6) その他     24     25   

    貸倒引当金     △10     △10   

   投資その他の資産合計     1,422 17.1   2,425 18.8 

   固定資産合計     6,989 84.2   9,802 76.0 

   資産合計     8,296 100.0   12,892 100.0 

      



  

  
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

 １ 買掛金     111     195   

 ２ 一年内返済予定の 
   長期借入金 

    1,701     2,053   

 ３ 未払金     99     257   

 ４ 未払費用     139     251   

 ５ 未払法人税等     132     570   

 ６ 未払消費税等     27     72   

 ７ 前受金     ―     24   

 ８ 預り金     6     5   

 ９ 前受収益     3     54   

 10 賞与引当金     41     137   

 11 設備未払金     5     5   

   流動負債合計     2,269 27.3   3,627 28.1 

Ⅱ 固定負債               

 １ 社債     700     700   

 ２ 長期借入金     3,734     6,480   

 ３ 退職給付引当金     12     23   

 ４ 役員退職慰労引当金     27     28   

 ５ その他     5     99   

   固定負債合計     4,479 54.0   7,331 56.9 

   負債合計     6,748 81.3   10,958 85.0 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※２   483 5.8   483 3.8 

Ⅱ 資本剰余金               

 １ 資本準備金     405     405   

   資本剰余金合計     405 4.9   405 3.1 

Ⅲ 利益剰余金               

 １ 利益準備金     0     0   

 ２ 任意積立金               

  (1) 別途積立金   300 300   500 500   

 ３ 当期未処分利益     357     543   

   利益剰余金合計     658 8.0   1,044 8.1 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※４   ― ―   0 0.0 

   資本合計     1,547 18.7   1,933 15.0 

   負債資本合計     8,296 100.0   12,892 100.0 

      



② 【損益計算書】 

  

  
  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     8,630 100.0   12,934 100.0 

Ⅱ 売上原価     7,094 82.2   10,517 81.3 

   売上総利益     1,536 17.8   2,417 18.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   890 10.3   1,034 8.0 

   営業利益     645 7.5   1,382 10.7 

Ⅳ 営業外収益               

 １ 受取利息   0     0     

 ２ 販促協力金   42     27     

 ３ 不動産賃貸収入 ※２ 5     13     

 ４ 受取手数料   5     11     

 ５ その他   3 57 0.7 11 64 0.5 

Ⅴ 営業外費用               

 １ 支払利息   77     79     

 ２ 社債利息   4     4     

 ３ 新株発行費   1     4     

 ４ 不動産賃貸費用   5     11     

 ５ 違約金   ―     20     

 ６ その他   2 91 1.1 2 123 1.0 

   経常利益     611 7.1   1,323 10.2 

Ⅵ 特別利益               

 １ 貸倒引当金戻入益   ―     10     

 ２ 保険金収入   5 5 0.0 ― 10 0.1 

Ⅶ 特別損失               

 １ 固定資産除却損 ※３ 17     7     

 ２ リース解約損   19     ―     

 ３ 固定資産売却損 ※４ 1     ―     

 ４ 賃借契約解約違約金   5     ―     

 ５ 店舗閉鎖損失 ※５ 235     ―     

 ６ 建設協力金貸倒損失   ―     2     

 ７ 敷金貸倒引当金繰入   10     10     

 ８ 減損損失 ※６ ― 288 3.3 439 459 3.5 

   税引前当期純利益     328 3.8   873 6.8 

   法人税、住民税 
   及び事業税 

  259     676     

   法人税等調整額   △94 164 1.9 △236 439 3.4 

   当期純利益     164 1.9   434 3.4 

   前期繰越利益     193     108   

   当期未処分利益     357     543   

      



売上原価明細書 

  

  

(脚注) 

  

  

   
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 商品・食材原価           

 １ 期首商品・原材料 
   たな卸高 

 20 30 

 ２ 当期商品・原材料 
仕入高 

 1,094 1,656 

      小計   1,115   1,686   

 ３ 期末商品・原材料 
   たな卸高 

 30 73 

 ４ 他勘定振替高 ※１ 0   3   

    1,085 15.3 1,608 15.3 

Ⅱ 労務費   1,819 25.6 2,974 28.3 

Ⅲ 経費 ※２ 4,189 59.1 5,934 56.4 

  売上原価   7,094 100.0 10,517 100.0 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 

  

※２ 経費の主な内訳は、次のとおりであります。 

営業外費用 0百万円

地代家賃 1,373百万円

支払リース料 735百万円

減価償却費 548百万円

水道光熱費 518百万円

※１ 他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 

  

※２ 経費の主な内訳は、次のとおりであります。 

経費 3百万円

地代家賃 2,069百万円

支払リース料 875百万円

減価償却費 702百万円

水道光熱費 757百万円



③ 【キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

   税引前当期純利益   328 873 

   減価償却費   554 715 

   減損損失   ― 439 

   貸倒引当金の増加額   10 ― 

   賞与引当金の増加額(△減少額)   △0 95 

   退職給付引当金の増加額   7 10 

   役員退職慰労引当金増加額   11 1 

   受取利息   △0 △0 

   支払利息   77 79 

   社債利息   4 4 

   新株発行費   1 4 

   固定資産除却損   17 7 

   固定資産売却損   1 ― 

   建設協力金貸倒損失   ― 2 

   店舗閉鎖損失   235 ― 

   売上債権の増加額   △7 △15 

   たな卸資産の増加額   △7 △7 

   前払費用の増加額   △63 △130 

   未収入金の減少額(△増加額)   0 △23 

   仕入債務の増加額   25 83 

   未払金の増加額(△減少額)   △9 158 

   未払費用の増加額   26 111 

   未払消費税等の増加額(△減少額)   △17 44 

   役員賞与の支払額   △22 △13 

   その他   70 156 

    小計   1,242 2,598 

   利息の受取額   0 0 

   利息の支払額   △79 △82 

   法人税等の支払額   △360 △271 

   営業活動によるキャッシュ・フロー   802 2,245 



  

   
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

   有形固定資産の取得による支出   △1,927 △326 

   有形固定資産の売却による収入   2 ― 

   無形固定資産の取得による支出   △1 △1 

   投資有価証券の取得による支出   ― △0 

   長期前払費用の増加による支出   △104 △38 

   敷金・保証金の増加による支出   △258 △246 

   敷金・保証金の減少による収入   6 61 

   営業の譲受けによる支出   ― △3,307 

   その他   △0 △0 

   投資活動によるキャッシュ・フロー   △2,284 △3,860 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

   長期借入れによる収入   2,500 4,800 

   長期借入金の返済による支出   △1,244 △1,701 

   配当金の支払額   △29 △35 

   財務活動によるキャッシュ・フロー   1,226 3,063 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額(△減少額)   △255 1,448 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   1,206 951 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高   951 2,399 

    



④ 【利益処分計算書】 

  

（注）日付は、株主総会承認日であります。 

  
前事業年度

（平成17年６月28日） 
当事業年度 

（平成18年６月22日） 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益     357   543 

Ⅱ 利益処分額           

 １ 配当金   35   47   

 ２ 役員賞与金 
   (うち監査役賞与金) 

  
13
(2) 

25
(2) 

 

 ３ 任意積立金           

  (1) 別途積立金   200 248 300 373 

Ⅲ 次期繰越利益     108   169 

   



重要な会計方針 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

    ――――――――――  その他有価証券 

  時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は,全部資本直入法により

処理し、売却原価は総平均法により

算定） 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 商品・原材料 

  総平均法による原価法 

(2) 貯蔵品 

  最終仕入原価法 

(1) 商品・原材料 

同左 

(2) 貯蔵品 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

  定率法 

  ただし、建物(建物附属設備を除

く。)については、定額法 

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

   建物        ３～41年 

   構築物       ８～20年 

   器具備品      ２～15年 

(2) 無形固定資産 

  定額法 

  ただし、ソフトウェア(自社利用

分)については、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法 

(3) 長期前払費用 

  定額法 

(1) 有形固定資産 

定率法 

  ただし、建物(建物附属設備を除

く。)については、定額法 

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

   建物        ２～41年 

   構築物       ２～20年 

   器具備品      ２～15年 

(2) 無形固定資産 

  定額法 

  ただし、ソフトウェア(自社利用

分)については、社内における利用

可能期間(３～５年)に基づく定額法 

(3) 長期前払費用 

同左 

４ 繰延資産の処理方法 新株発行費 

 支出時全額費用処理 

新株発行費 

        同左 

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(2) 賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上してお

ります。 

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付の支給に備える

ため、退職金規程に基づく自己都合

退職金の期末要支給額を計上してお

ります。 

(1) 貸倒引当金 

        同左 

  

  

  

  

  

(2) 賞与引当金 

同左 

  

  

(3) 退職給付引当金 

     同左 

      



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  
  

(4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備える

ため、役員退職慰労金規程に基づく

期末要支給額を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

     同左 

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

７ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  金利スワップについては、特例処

理の要件を充たしているため、特例

処理を採用しております。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段……金利スワップ 

  ヘッジ対象……借入金の支払利息 

(3) ヘッジ方針 

  借入金の金利支払にかかわるキャ

ッシュ・フロー変動リスクを回避す

るため、対象債務の範囲内でヘッジ

を行っております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

  特例処理の要件を充たしている金

利スワップについて、有効性の評価

を省略しております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

(3) ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

８ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３ヶ月以内に満期日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能であり、か

つ価値の変動について僅少なリスクし

か負わない短期的な投資からなってお

ります。 

同左 

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

  

  

  

  

追加情報 

  
  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

       ―――――――――― 固定資産の減損に係る会計基準 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号）を適用しております。 

 これにより税引前当期純利益が370百万円減少してお

ります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除して

おります。 

    

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律

第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が

導入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計

基準委員会 実務対応報告第12号)に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割については、販売費及び一般管

理費に計上しております。  

 この結果、販売費及び一般管理費が21百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、21

百万円減少しております。 

       ―――――――――― 

    



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度
（平成18年３月31日） 

※１ 関係会社に対する主な資産には以下のものがあり

ます。 

前払費用 29百万円

長期前払費用 29百万円

敷金・保証金 132百万円

※１ 関係会社に対する主な資産には以下のものがあり

ます。 

敷金・保証金 304百万円

    

※２ 会社が発行する株式 

普通株式 47,792株

発行済株式総数  

 普通株式 11,948株

※２ 会社が発行する株式 

普通株式 95,584株

発行済株式総数  

 普通株式 23,896株

  

 ３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行１行と当座貸越契約を締結しております。 

当座貸越極度額  500百万円 

借入実行残高  ―   

  差引額 500百万円 

   

  

 ３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行１行と当座貸越契約を締結しております。 

当座貸越極度額  1,000百万円

借入実行残高  ―  

  差引額  1,000百万円

   

  

      ―――――――――――― 

  

※４ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は０百万

円であります。 

  



(損益計算書関係) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は16.2％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は

83.8％であります。 

   主要な費目及び金額は、次のとおりであります。 

広告宣伝費 136百万円

役員報酬 73百万円

給与手当 176百万円

賞与引当金繰入額 15百万円

退職給付費用 5百万円

役員退職慰労引当金繰入額 11百万円

人材募集費 74百万円

減価償却費 6百万円

支払手数料 75百万円

開店準備費 37百万円

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は14.5％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は

85.5％であります。 

   主要な費目及び金額は、次のとおりであります。 

広告宣伝費 135百万円

役員報酬 66百万円

給与手当 251百万円

賞与引当金繰入額 49百万円

退職給付費用 6百万円

役員退職慰労引当金繰入額 13百万円

人材募集費 56百万円

減価償却費 11百万円

支払手数料 57百万円

開店準備費 11百万円

    

       ――――――――――― ※２ 関係会社との取引に係るものは、次のとおりであ

ります。 

不動産賃貸収入 9百万円

    

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

建物 9百万円

構築物 2百万円

器具備品 1百万円

長期前払費用 1百万円

除却費用 2百万円

合計 17百万円

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

器具備品 0百万円

除却費用 7百万円

合計 7百万円

    

※４ 固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

建物 0百万円

器具備品 0百万円

合計 1百万円

       ――――――――――― 

    

  

※５ 退店を決定した店舗に係る建物等の帳簿価額から

退店時までの通常の減価償却費を控除した残額に

ついての除却損失見込額と敷金・保証金解約損失

見込額であり、その内訳は次のとおりです。 

     

建物等除却損失見込額 228百万円

敷金・保証金損失見込額 6百万円

長期前払費用除却損失見込額 0百万円

合計 235百万円

  

       ――――――――――― 



  

  
  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

        ――――――――― ※６ 減損損失 

    当社は、以下の資産グループについて減損損失

を計上いたしました。 

 当社は、管理会計上の区分を考慮して資産グルー

プを決定しております。なお、営業用店舗について

は主に各店舗を資産グループとしております。 

 営業活動から生ずる損益が継続してマイナスとな

る資産グループについて減損の兆候を把握し、回収

可能価額が帳簿価額を下回るものについて帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（439百万円）として特別損失に計上いたしました。

その内訳は、建物281百万円、構築物30百万円、器具

備品11百万円、その他0百万円及びリース資産115百

万円であります。なお、当資産グループの回収可能

価額は使用価値により測定しており、将来キャッシ

ュ・フローを2.8％で割り引いて算定しております。 

場所 用途 種類 
減損損失

(百万円) 

カラオケパーティースペース
「コ ー ト・ダ ジ ュ ー ル」
(新潟県長岡市他５店舗） 

営業用店舗 建物他 439 

    



(キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

  

(リース取引関係) 
  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金 951百万円

現金及び現金同等物 951百万円

１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金 2,399百万円

現金及び現金同等物 2,399百万円
  
      ――――――――――― ２ 営業の譲受けにより増加した資産及び負債の内訳 

流動資産 78百万円

固定資産 3,219百万円

その他 29百万円

資産合計 3,328百万円

流動負債 1百万円

固定負債 19百万円

負債合計 20百万円

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

器具備品 4,003 1,640 2,363 

 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額(百
万円) 

減損損失
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

器具備品 4,693 1,807 112 2,773 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 792百万円

１年超 1,604百万円

合計 2,397百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減

損勘定期末残高相当額 

   未経過リース料期末残高相当額 

１年内 934百万円

１年超 1,941百万円

合計 2,876百万円

  リース資産減損勘定期末残高     72百万円 

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 762百万円

減価償却費相当額 729百万円

支払利息相当額 37百万円

 (3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 937百万円

リース資産減損勘定の取崩額 42百万円

減価償却費相当額 863百万円

支払利息相当額 34百万円

減損損失 115百万円

 (4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

  ① 減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

 (4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

  ① 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  ② 利息相当額の算定方法 

    リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

  ② 利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

その他有価証券で時価のあるもの 

                               (平成18年３月31日現在) 

  

区分 取得原価（百万円） 貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額（百万円） 

貸借対照表計上額が取得原価を 
超えるもの 

  株式 

  

  

0 

  

0 

  
  

0 

貸借対照表計上額が取得原価を 
超えないもの 

  株式 

  

― 

  

― 

  
  

― 

合計 0 0 0 



(デリバティブ取引関係) 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ 取引の状況に関する事項 

(1) 取引の内容及び利用目的等 

借入金の将来の金利市場における利率上昇による支払キャッシュ・フローの変動リスクを回避する目的で、金利

スワップ取引を利用しております。 

なお、デリバティブ取引を利用して、ヘッジ会計を行っております。 

① ヘッジ会計の方法 

金利スワップについて特例処理の要件を充たしているため、特例処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……金利スワップ 

ヘッジ対象……借入金の支払利息 

③ ヘッジ方針 

借入金の金利支払にかかるキャッシュ・フローの変動リスクを回避するため、対象債務の範囲内でヘッジを行

っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理の要件を充たしている金利スワップについて、有効性の評価を省略しております。 

(2) 取引に対する取組方針 

デリバティブ取引は、将来の金利変動による支払キャッシュ・フローの変動リスク回避を目的としており、投機

的な取引は行わない方針です。 

(3) 取引に係るリスクの内容 

金利スワップ取引は、市場金利変動によるリスクを有しております。 

なお、取引の契約先は信用度の高い国内の金融機関であり、相手先の契約不履行によるリスクはほとんどないと

判断しております。 

(4) 取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引に係る管理規程は特に設けておりませんが、取引契約は個別に取締役会において承認を受けた

後行われております。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

当社が行っているデリバティブ取引は、すべてヘッジ会計を適用しておりますので、記載するものはありません。 

  



当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 取引の状況に関する事項 

(1) 取引の内容及び利用目的等 

借入金の将来の金利市場における利率上昇による支払キャッシュ・フローの変動リスクを回避する目的で、金利

スワップ取引を利用しております。 

なお、デリバティブ取引を利用して、ヘッジ会計を行っております。 

① ヘッジ会計の方法 

金利スワップについて特例処理の要件を充たしているため、特例処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……金利スワップ 

ヘッジ対象……借入金の支払利息 

③ ヘッジ方針 

借入金の金利支払にかかるキャッシュ・フローの変動リスクを回避するため、対象債務の範囲内でヘッジを行

っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理の要件を充たしている金利スワップについて、有効性の評価を省略しております。 

(2) 取引に対する取組方針 

デリバティブ取引は、将来の金利変動による支払キャッシュ・フローの変動リスク回避を目的としており、投機

的な取引は行わない方針です。 

(3) 取引に係るリスクの内容 

金利スワップ取引は、市場金利変動によるリスクを有しております。 

なお、取引の契約先は信用度の高い国内の金融機関であり、相手先の契約不履行によるリスクはほとんどないと

判断しております。 

(4) 取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引に係る管理規程は特に設けておりませんが、取引契約は個別に取締役会において承認を受けた

後行われております。 

  

２ 取引の時価等に関する事項 

当社が行っているデリバティブ取引は、すべてヘッジ会計を適用しておりますので、記載するものはありません。 

  



(退職給付関係) 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

当社は退職給付債務の算定については簡便法を採用しており、期末自己都合要支給額の全額を退職給付債務として

おります。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

  

  

当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

当社は退職給付債務の算定については簡便法を採用しており、期末自己都合要支給額の全額を退職給付債務として

おります。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

  

  (1) 退職給付債務 12百万円

  (2) 退職給付引当金 12百万円

  (1) 従業員に係る自己都合要支給額に基づく繰入額 8百万円

  (2) 退職給付費用 8百万円

  (1) 退職給付債務 23百万円

  (2) 退職給付引当金 23百万円

  (1) 従業員に係る自己都合要支給額に基づく繰入額 11百万円

  (2) 退職給付費用 11百万円



(税効果会計関係) 

  

  

(持分法損益等) 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度
（平成18年３月31日） 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

  繰延税金資産 

減価償却費超過額 31百万円

賞与引当金超過額 16百万円

未払事業税 12百万円

開店準備費用 23百万円

店舗閉鎖損失 95百万円

役員退職慰労引当金 11百万円

一括償却資産 3百万円

退職給付引当金超過額 5百万円

未払事業所税 2百万円

その他 16百万円

繰延税金資産合計 218百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  繰延税金資産 

減価償却費超過額 134百万円

賞与引当金超過額 55百万円

減損損失 150百万円

未払事業税 42百万円

開店準備費用 19百万円

役員退職慰労引当金 11百万円

一括償却資産 7百万円

退職給付引当金超過額 9百万円

未払事業所税 7百万円

その他 17百万円

繰延税金資産合計 454百万円

  繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 △0百万円

繰延税金負債合計 △0百万円

繰延税金資産の純額 454百万円

    

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％

 (調整)  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6％

住民税均等割 4.6％

留保金課税 4.8％

その他 △0.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 50.1％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％

 (調整)  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2％

住民税均等割 2.4％

留保金課税 7.7％

その他 △0.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 50.3％



【関連当事者との取引】 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

(注) １ 上記金額のうち取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

不動産賃借料については、不動産鑑定士による鑑定評価に基づき、協議の上決定しております。 

  

２ 役員及び個人主要株主等 

当社取締役会長青木拡憲は、平成14年６月の就任時より株式会社アオキインターナショナルの代表取締役を兼務し

ております。なお、その取引内容は「親会社及び法人主要株主等」の項に記載しております。 

  

当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

(注) １ 上記金額のうち取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

不動産賃借料については、不動産鑑定士による鑑定評価に基づき、協議の上決定しております。 

  営業の譲受けについては、複合カフェ運営事業部門の営業を譲受けたものであり、提示された対価に 基づき、交渉によ

り決定しております。 

  

２ 役員及び個人主要株主等 

当社取締役会長青木拡憲、取締役副会長青木寶久は、平成17年６月28日開催の第10回定時株主総会終結の時をもっ

て任期満了により取締役を退任いたしました。したがいまして、平成18年３月31日現在、役員の兼任等はございませ

ん。 

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容 
取引の内容

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円) 役員の
兼任等

事業上
の関係

親会社 

株式会社
アオキイ
ンターナ
ショナル 

神奈川県
横浜市都
筑区 

23,282
メンズ小売
事業及びそ
の他の事業 

(被所有)
直接  67.0

兼務
２名

不動産
賃借 

不動産の
賃借 284

前払費用 29

長期 
前払費用 29

敷金・ 
保証金 132

属性 会社等 
の名称 住所 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容 
取引の内容

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社 

株式会社
アオキイ
ンターナ
ショナル 

神奈川県
横浜市都
筑区 

23,282 
ファッション
事業及びその
他の事業 

(被所有)
直接  67.0 ―

不動産
賃借 

不動産の
賃借 435 

前払費用 59

長期 
前払費用 34

敷金・ 
保証金 304

営業の譲受け 
  
譲受資産合計 
譲受負債合計 
譲受対価 
  

  
  

2,898 
20 

2,877 

― ―



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 128,440円82銭 79,830円20銭 

１株当たり当期純利益 12,639円98銭 17,108円94銭 

   なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

  

  当社は、平成16年５月20日付で株

式１株につき２株の株式分割を行って

おります。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり情

報については、以下のとおりとなりま

す。 

  

前事業年度 

１株当たり純資産額 

 118,300.83円 

１株当たり当期純利益 

25,426.14円 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益につきましては、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  

当社は、平成18年２月１日付で株

式１株につき２株の株式分割を行って

おります。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり情

報については、以下のとおりとなりま

す。 

  

前事業年度 

１株当たり純資産額 

 64,220.41円 

１株当たり当期純利益 

6,319.99円 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益につきましては、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

損益計算書上の当期純利益       (百万円) 164 434 

普通株式に係る当期純利益       (百万円) 151 408 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 (百万円)
 利益処分による役員賞与金 

13 25

普通株主に帰属しない金額       (百万円) 13 25 

普通株式の期中平均株式数         (株) 11,948 23,896 



(重要な後発事象) 

  
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  当社は平成17年５月９日開催の取締役会において、

親会社である株式会社アオキインターナショナルの営

業の一部を譲受けることを決議し、同日営業譲受け契

約を締結いたしました。 

 １．営業の一部譲受け先の概要 

(1) 名称  株式会社アオキインターナショナル 

(2) 住所  神奈川県横浜市都筑区葛が谷６番56号 

(3) 代表者の氏名  青木 拡憲 

(4) 資本金   232億82百万円 

(5) 事業の内容   

      紳士服及びファッション商品の販売 

２．営業の一部譲受けの目的 

    当社の中核事業であるカラオケルーム運営事業

に加え、複合カフェの運営事業を譲受け、同市場

に参入することにより、時間消費型ビジネスを多

面的に展開することが可能になると判断し、業容

の拡大と更なる収益基盤の強化を図るため、同社

の営業の一部譲受けを決定いたしました。 

３．営業の一部譲受けの内容 

(1) 営業の一部譲受け日 

        平成17年10月１日（予定） 

(2) 譲受ける営業 

株式会社アオキインターナショナルの複合カ フ

ェ53店舗(平成17年３月31日現在) 

 (3) 譲受け価額及び支払方法 

譲受け価額につきましては、営業譲受け予定日

であります平成17年10月１日時点の資産負債及び

債権債務残高をもとに、両者協議のうえ決定いた

します。 

    支払方法及び支払時期につきましては、両者協

議のうえ決定いたします。 
  

当社は平成18年６月22日開催の第11回定時株主総会

において、会社法第236条、第238条及び第239条の規

定に基づき、ストックオプションとして新株予約権を

無償で発行することを決議いたしました。 

(1) 新株予約権の目的たる株式の種類 

普通株式 

(2) 新株予約権の目的たる株式の数 

合計570株を上限とする。 

(3) 新株予約権の総数 

合計570個を上限とする。 

(4) 新株予約権の払込金額 

無償で発行する。 

(5) 新株予約権の行使時の払込金額 

新株予約権の行使時における普通株式１株当た

りの払込金額は、新株予約権の割当日の属する月

の前月の各日（取引が成立しない日を除く。）に

おける株式会社ジャスダック証券取引所（以下

「ジャスダック証券取引所」という。）の当社普

通株式の終値の平均値に1.025を乗じた価額と

し、計算の結果生じる１円未満の端数は切り上げ

るものとする。ただし、新株予約権割当日の前日

のジャスダック証券取引所における当社普通株式

の終値（取引が成立しない場合はその前日の終

値）を下回る場合は、当該日の終値とする。 

(6) 新株予約権の行使期間 

平成20年７月１日から平成23年６月30日まで 
  

    



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第121条の規定により記載を省略

しております。 

  

【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

なお、当期増加額には、ゼビオ株式会社からの営業の譲受けによる建物249百万円、構築物14百万円、器具備品34百万

円、及び株式会社アオキインターナショナルからの営業の譲受けによる建物1,924百万円、構築物56百万円、器具備品

222百万円、ソフトウェア17百万円の増加額を含んでおります。 

 ２．当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 

  なお、当期減少額のうち（ ）内は内書きで減損損失の計上額であります。 

  

  

資産の種類 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(百万
円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高(百万
円) 

有形固定資産               

 建物 6,115 2,416 
387
(281) 

8,144 1,751 530 6,392 

 構築物 689 97 
34
(30) 

752 236 73 516 

 器具備品 389 305 
18
(11) 

676 255 106 420 

 建設仮勘定 ― 2,828 2,819 9 ― ― 9 

有形固定資産計 7,194 5,647 
3,259
(323) 

9,582 2,243 710 7,339 

無形固定資産               

 商標権 0 ― ― 0 0 0 0 

 ソフトウェア 13 19 ― 32 11 5 21 

 その他 14 1 ― 15 ― ― 15 

無形固定資産計 28 20 ― 49 11 5 37 

長期前払費用 397 121 
3
(0) 

514 153 73 361 

建物 新規開設店(コート・ダジュール武蔵藤沢店他４店) 171百万円  

構築物 新規開設店(コート・ダジュール武蔵藤沢店他３店) 5百万円  

器具備品 新規開設店(コート・ダジュール武蔵藤沢店他４店) 44百万円  

長期前払費用 新規開設店(快活ＣＬＵＢ郡山桑野店) 0百万円  

建物 閉店(コート・ダジュール久喜店) 106百万円  



【社債明細表】 

  

(注) １ 貸借対照表日後５年内における１年ごとの償還予定額は以下のとおりであります。 

  

  

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の貸借対照表日後５年内における１年ごとの返済予定額は以下のとおりで

あります。 

  

  

銘柄 発行年月日 
前期末残高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

利率
(％) 

担保 償還期限

第１回無担保社債 平成15年６月30日 700 700 0.6 なし 平成20年６月30日

合計 ― 700 700 ― ― ― 

１年以内 
(百万円) 

１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

― ― 700 ― ― 

区分 
前期末残高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 ― ― ― ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 1,701 2,053 1.300 ― 

長期借入金 
(１年以内に返済予定のものを除く) 

3,734 6,480 1.009
平成19年５月～ 
平成22年11月 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 5,435 8,534 ― ― 

１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内 
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内
(百万円) 

2,178 1,908 1,463 931 



【資本金等明細表】 

  

(注) １．既発行株式の増加は、平成18年２月１日付をもって１株につき２株の割合による株式の分割を行ったことによるもので

す。 

２．当期における別途積立金の増加は、利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

（注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、必要額の見直しによる戻入額であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金   (百万円) 483 ― ― 483 

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (注)１ (株) (11,948) (11,948) (―) (23,896)

普通株式 (百万円) 483 ― ― 483 

計 (株) (11,948) (11,948) (―) (23,896)

計 (百万円) 483 ― ― 483 

資本準備金及び 
その他資本剰余
金 

(資本準備金)           

 株式払込剰余金 (百万円) 400 ― ― 400

 減資差益 (百万円) 4 ― ― 4 

計 (百万円) 405 ― ― 405 

利益準備金及び 
任意積立金 

(利益準備金) (百万円) 0 ― ― 0 

(任意積立金)           

 別途積立金(注)２ (百万円) 300 200 ― 500 

計 (百万円) 300 200 ― 500 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 10 10 ― 10 10 

賞与引当金 41 137 41 ― 137 

役員退職慰労引当金 27 13 12 ― 28 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

ａ 現金及び預金 

  

  

ｂ 売掛金 

イ 相手先別内訳 

  

  

ロ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

(注) 上記金額には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額(百万円) 

現金 45 

預金 

当座預金 0 

普通預金 2,353 

別段預金 0 

計 2,353 

合計 2,399 

相手先 金額(百万円) 

株式会社ジェーシービー 14 

株式会社しんきんクレジットサービス 9 

株式会社八十二ディ―シーカード 6 

シティカードジャパン株式会社 0 

株式会社ライフ 0 

株式会社横浜銀行 0 

計 32 

期首残高 
(百万円) 
  
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 
  
(Ｂ) 

当期回収高
(百万円) 
  
(Ｃ) 

当期末残高
(百万円) 
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
 (Ａ)＋(Ｄ)  
 2  
 (Ｂ)  
 365  

16 332 316 32 90.7 27.0 



  
ｃ 商品 

  

  

ｄ 原材料 

  

  

ｅ 貯蔵品 

  

  

ｆ 敷金・保証金 

  

品目 金額(百万円) 

化粧品等 4 

菓子等 3 

インスタントカメラ等 0 

計 8 

品目 金額(百万円) 

食材 22 

喫茶食品類 32 

酒類 9 

計 64 

品目 金額(百万円) 

販売促進備品 15 

消耗備品 8 

印紙・切手 0 

計 24 

相手先 金額(百万円) 

株式会社アオキインターナショナル 304 

石川吉浩 45 

ダイワロイヤル株式会社 40 

野路光一 40 

株式会社ファーストリテイリング 38 

その他 1,230 

計 1,698 



② 流動負債 

ａ 買掛金 

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(百万円) 

東亜商事株式会社 38 

高瀬物産株式会社 26 

日本ペプシコーラ株式会社 23 

株式会社饒田 8 

キーコーヒー株式会社 7 

その他 90 

計 195 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

（注） 決算公告については、当社ホームページ上に貸借対照表及び損益計算書を掲載しております。 

 （ホームページアドレス http://www.valic.co.jp/ir/index.html） 

 なお、会社法施行後においては、会社法第440条第４項の規定により決算公告は行いません。 

  

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 １株、10株 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱信託銀行株式会社 

  取次所 三菱信託銀行株式会社 全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

端株の買取り   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱信託銀行株式会社 

  取次所 三菱信託銀行株式会社 全国各支店 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞（注） 

株主に対する特典 

毎年９月30日及び３月31日現在の株主に対し、以下の基準により、「快活フィットネ

スＣＬＵＢ」及び「快活スパＣＬＵＢ」を除く当社の全店舗で使用できる株主御優待

券を贈呈いたします。 

  １株      ①施設１時間無料券  10枚 

②お料理１品引換券  ５枚 

  ２株以上４株  ①施設１時間無料券  20枚 

②お料理１品引換券  10枚 

５株以上    ①施設１時間無料券  30枚 

②お料理１品引換券  15枚 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社の親会社等である株式会社ＡＯＫＩホールディングス（旧社名 株式会社アオキインターナショナル）は、継続

開示会社であり、東京証券取引所市場第一部及び大阪証券取引所市場第一部に上場しております。 

  

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  

  

(4) 臨時報告書       平成17年５月10日 関東財務局長に提出 

               証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項 

               第８号の規定（営業の一部譲受に係る契約の締結）に基づく臨時報告書であります。 

       平成17年10月４日 関東財務局長に提出 

               証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項 

               第９号の規定（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書であります。 

  

  

(1) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第10期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。 

(2) 
有価証券報告書の 
訂正報告書 

  上記有価証券報告書の訂正報告書   
平成17年12月21日 
関東財務局長に提出。 

(3) 半期報告書 
事業年度 
(第11期) 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

  
平成17年12月26日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成17年６月28日

株 式 会 社 ヴ ァ リ ッ ク 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヴァリック

の平16年４月１日から平成17年３月31日までの第10期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロ

ー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ヴァリック

の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年５月９日開催の取締役会において、親会社である株式会社アオキインタ

ーナショナルの営業の一部を譲受けることを決議し、同日営業譲受け契約を締結した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 仲 澤 孝 宏 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 昭 夫 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成18年６月22日

株 式 会 社 ヴ ァ リ ッ ク 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヴァリック

の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第11期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フ

ロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ヴァリック

の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 仲 澤 孝 宏 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 昭 夫 
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